
様式 １ 公表されるべき事項

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1 役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

当該法人の主要事業は、全国の大学の関連研究者（研究者コミュニティー）のニーズに応

え、また、広く海外の研究者とも連携を図りながら、学術研究を推進する中核的研究拠点と

なる大学共同利用事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、同じ大学共同利用機

関法人である他の３機構（人間文化研究機構、自然科学研究機構、高エネルギー加速器研

究機構）を参考とした。

（1）他の大学共同利用機関法人は、当機構と同様に全国の大学の関連研究者（研究者コ

ミュニティー）の研究・教育事業を実施している。公表資料によれば、令和５年度の法人の長

の報酬額は、１９，６８８千円（平均）、常勤理事の報酬額は１５，９０９千円（平均）である。

(2) 事務次官年間報酬額・・・２３，２３５千円

常勤の役員については、役員給与規程により、基本給、都市手当、広域異動

手当、通勤手当、単身赴任手当、期末手当及び勤勉手当から構成されている。

役員給与規程に則り、期末手当基準額（本給＋都市手当＋広域異動手当）

の合計額に１００分の２０を乗じて得た額及び本給に１００分の２５を乗じて得た

額）に１００分の６７．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけ

るその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基準額（本給＋都市手当＋広域異動手当）

に期末手当及び勤勉手当支給細則で定める基準に従って勤務成績を反映さ

せた割合を乗じて得た額としている。

なお令和６年度は、人事院勧告に伴う給与法の改定に準じて、以下の措置を

実施した。

・令和６年４月から、基本給月額について平均約１．１％の引き上げ

・令和６年６月期から、期末勤勉手当の支給月数について年間０．０２５月分の

引下げ

・令和６年１２月期から、期末勤勉手当の支給月数について年間０.０５月分の引

上げ

法人の長に同じ。

情報・システム研究機構役員給与規程により、勤勉手当の額については、その

成績率を、国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果、及び各役員の在

職期間における実績等を総合的に勘案し、６月期においては１００分の９９以上１

００分の１０５以下、１２月期においては、１００分の１０１．５以上１００分の１０７．５以

下の割合の範囲内において定めるものとしている。
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理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２ 役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

19,706 11,748 5,608 2,349
（都市手当）

※

千円 千円 千円 千円

1,307
（都市手当）

165
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,989
（都市手当）

205
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,777
（都市手当）

228
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

4,320 4,320
（ ）

4月1日

千円 千円 千円 千円

1,718
（都市手当）

48
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

996 996
（ ）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。

 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

B理事

C理事
15,160 8,889 4,264

15,254 9,948 3,111 4月1日

3月30日

4,906

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

法人の長

A理事 17,275 10,896 3月31日

※

D理事
（非常勤）

A監事 14,509 8,592 4,102

B監事
（非常勤）

◇

非常勤の役員については、非常勤役員手当（月額制）としている。
月額については、本給のみで構成され、その他手当の支給はない。

法人の長に同じ。

非常勤の理事に同じ。
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３ 役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学
法人との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構は、極域科学、情報

学、統計数理、遺伝学についての国際水準の総合研究を推進する中

核的研究機関を設置運営するとともに２１世紀の重要な課題である生

命、地球、自然環境、人間社会などの複雑な現象に関する問題を情

報とシステムという視点から捉え直すことによって、分野の枠を越えて

融合的な研究を行うことを目指し、機構長のリーダーシップの下で推進

している。

そうした中で、情報・システム研究機構長は、職員数約４００名の法人

の代表として、その業務を総理するとともに、所属職員を統括して、経

営責任者の職務を担っている。

情報・システム研究機構では、機構長の報酬月額を指定職５号俸相

当として定めているが、指定職５号俸が適用される官職である他機構・

研究所の長は当法人と職務内容・職責が近い。

こうした職務内容の特性や他法人の長との比較を踏まえると、報酬水

準は妥当であると考えられる。

理事は、機構長を補佐して機構の担当業務を掌理し、経営責任者の職務を
担っている。情報・システム研究機構では、理事の報酬月額を法人の長と同
様の方法で決定している。
他の大学共同利用機関法人の理事の年間報酬等の総額の平均と比べても
概ね同水準であることから、報酬水準は妥当であると考えられる。

理事（非常勤）は、機構長を補佐して機構の担当業務を掌理し、経営責
任者の職務を担っている。理事（非常勤）の月給額は、指定職俸給表を参
考に算出している。職責等を総合的に勘案すると、理事（非常勤）につい
ての報酬水準は妥当であると考えられる。

監事は、機構の業務を監査し、監査の結果に基づき，必要があると認める
ときは、機構長又は文部科学大臣に意見を提出する職務を常勤として行っ
ている。情報・システム研究機構では、監事の報酬月額を法人の長と同様
の方法で決定している。他の大学共同利用機関法人の監事の年間報酬等
の総額の平均と比べても概ね同水準であることから、報酬水準は妥当であ
ると考えられる。

監事（非常勤）は、機構の会計を監査し、監査の結果に基づき，必要があ
ると認めるときは、機構長又は文部科学大臣に意見を提出する職務を非常
勤として行っている。監事（非常勤）の月給額は、指定職俸給表を参考に算
出している。職責等を総合的に勘案すると、監事（非常勤）についての報酬
水準は妥当であると考えられる。
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４ 役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当無し

千円 年 月

6,840 6 0 3月31日 1
※

千円 年 月

該当無し

千円 年 月

該当無し

千円 年 月

該当無し

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事A
（非常勤）

法人での在職期間

法人の長

理事A

理事A
（非常勤）

監事A
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５ 退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

判断理由

法人の長

該当無し

理事A

平成３１年４月に理事に就任し、機構の人材育成や大学院教育、研究推進などを担当。また、令和５年１０月から令和６年３月まで、機能強化や

研究戦略、共同利用・共同研究、研究力強化に関して戦略的な企画立案等の業務を行い、機構の全機関を横断的に束ねる拠点となる、「戦略

企画本部」の本部長として、研究力の強化を行った。令和６年度は、データサイエンス共同利用基盤施設（DS施設）の副施設長として、DS施設

の業務遂行を取り仕切るとともに、組織の在り方も含めて研究現場の声を機構の施策に反映させるなどの取組を推進した。これらの業績に対し

総合的に勘案した上で、経営協議会の議を経て、1.0と決定した。

該当無し

理事A
（非常勤）

該当無し

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

監事A

該当無し

監事A
（非常勤）

在職期間における法人及び個人の業績などを考慮すると、役員の退職手当
の水準は妥当であると考える。

情報・システム研究機構役員給与規程により、勤勉手当の額については、その

成績率を、国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果、及び各役員の在

職期間における実績等を総合的に勘案し、６月期においては１００分の９９以上

１００分の１０５以下、１２月期においては、１００分の１０１．５以上１００分の１０７．

５以下の割合の範囲内において定めるものとしている。
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Ⅱ 職員給与について

１ 職員給与についての基本方針に関する事項

③  給与制度の内容

④  給与制度の令和６年度における主な改定内容

① 職員給与の支給水準の設定等についての考え方

② 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
の仕組み及び導入実績を含む。）

職員の給与は、主に国からの運営費交付金によることから、国家公務員の給与水準

を十分考慮し、国民の理解が得られるよう、国家公務員の例に準じて決定している。

昇格、昇給の実施及び勤勉手当の成績率の決定にあたっては、職員の勤務成績等を

考慮することとしている。

情報・システム研究機構職員給与規程に則り、基本給,諸手当(基本給の調整額,管

理職手当,初任給調整手当,都市手当,広域異動手当,扶養手当,住居手当,単身赴

任手当,CSIRT手当,航空手当,極地観測手当,時間外勤務手当,休日給,期末手当,

勤勉手当,寒冷地手当,通勤手当,在宅勤務手当、競争的研究費特別手当 ）としてい

る。

なお、令和６年度における主な改定内容は次のとおり。

・人事院勧告に伴う給与法の改正に準じて、以下の措置を実施した。

・令和６年４月１日から、基本給月額について平均約３％の引き上げ

・令和６年６月期から、期末勤勉手当の支給月数について年間０．０５月分の引

下げ

・令和６年１２月期から、期末勤勉手当の支給月数について年間０．１月分の引

上げ
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２ 職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当等

人 歳 千円 千円 千円 千円

307 47.8 8,520 6,160 123 2,360
人 歳 千円 千円 千円 千円

166 42.7 6,608 4,814 140 1,794
人 歳 千円 千円 千円 千円

141 53.9 10,771 7,745 104 3,026
人 歳 千円 千円 千円 千円

記載しない 記載しない 記載しない 記載しない 記載しない 記載しない

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 63.2 4,542 3,768 191 774
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 63.2 4,542 3,768 191 774

人 歳 千円 千円 千円 千円

52 50.1 4,362 3,157 106 1,205
人 歳 千円 千円 千円 千円

47 49.9 4,410 3,193 111 1,217
人 歳 千円 千円 千円 千円

記載しない 記載しない 記載しない 記載しない 記載しない 記載しない

人 歳 千円 千円 千円 千円

5 52.1 3,915 2,823 61 1,092

【年俸制適用職員】
人 歳 千円 千円 千円 千円

52 43.8 8,712 8,712 116 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

52 43.8 8,712 8,712 116 0

常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

区分 人員 平均年齢
令和６年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

教育職種
（大学教員）

指定職種

非常勤職員

事務・技術

特任研究員

学術支援技術補佐員

再雇用職員

事務・技術

常勤職員（年俸制）
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人 歳 千円 千円 千円 千円

303 49.4 6,206 6,206 115 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

43 55.9 8,311 8,311 187 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

142 45.6 6,316 6,316 89 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

44 53.1 4,982 4,982 163 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 55.2 6,391 6,391 118 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 48.8 7,280 7,280 36 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 52.6 5,272 5,272 116 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

32 50.7 5,153 5,153 89 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 31.3 4,364 4,364 20 0

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注：常勤職員の指定職種については該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、
区分以外は記載せず、常勤職員全体の数値からも除外している。

注：非常勤職員の特任研究員については該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることか
区分以外は記載せず、非常勤職員全体の数値からも除外している。

注：在外職員については、該当者がいないため表を省略した。

注：「通勤手当等」は、通勤手当と在宅勤務手当の合算。

リサーチアドミニストレーター

学術支援専門員

学術支援技術専門員

学振特別研究員

任期付職員（年俸制）

特任教員

特任研究員

特任専門員

特任技術専門員
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②

注：①の年間給与額から通勤手当等を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）〔在外職員、任期付職員、再
雇用職員及び年俸制適用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注：教育職員（大学教員）のうち36歳～39歳は3人のため、第1・第3四分位を記載しない。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 4 58.0 11,067

課長 12 53.9 8,834

課長補佐 15 52.2 7,766

係長 64 47.0 6,714

主任 19 38.2 5,848

係員 52 32.5 5,118

（教育職員（大学職員））

平均
人 歳 千円

教授 79 56.2 12,192

准教授 39 52.6 9,508

助教 23 48.5 7,398

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

記載しない

10,153 ～7,487

8,539 ～ 6,838

7,975 ～ 5,614

6,849 ～ 5,225

6,519 ～ 4,182

注１：「部長」には部長相当職である「次長」、「調整役」及び「副センター長（南極観測セン
ター）」を、 「課長」には課長相当職である「マネージャー」を、「副課長」には副課長相当職で
ある「課長補佐」、「室長」及び「専門員」を、「係長」 には係長相当職である「チームリーダー」
及び「専門職員」をそれぞれ含む。

注２：部長の該当者は４名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることことか
ら、年間給与の最高～最低額については記載していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

17,878 ～ 9,589

12,974 ～ 8,268

8,145 ～ 6,575
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④

(事務・技術職員)
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

52.3 51.7 52.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

47.7 48.3 48.0

％ ％ ％

         最高～最低 56.1～43.2 55.9～43.7 56.0～43.6

％ ％ ％

54.2 54.1 54.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.8 45.9 45.9

％ ％ ％

         最高～最低 52.5～42.2 52.6～42.4 50.0～42.3

(教育職員（大学教員）)
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

51.9 52.7 52.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

48.1 47.3 47.7

％ ％ ％

         最高～最低 58.7～43.2 58.3～43.4 57.3～43.3

％ ％ ％

55.0 54.4 54.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.0 45.6 45.3

％ ％ ％

         最高～最低 53.5～42.8 56.5～43.1 55.1～43.0

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分
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３ 給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢勘案 93.1
・年齢・地域勘案  90.5
・年齢・学歴勘案  91.5
・年齢・地域・学歴勘案 89.6
（参考）対他法人    107.8

（法人の検証結果）

（文部科学大臣の検証結果）

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 107.8

給与水準の妥当性の
検証

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

国に比べて給与水準が
高くなっている理由

講ずる措置

（注） 上記比較指標は、法人化前の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和6年度の
教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 86%】
（国からの財政支出額 29,159百万円、支出予算の総額 33,764百万
円：令和6年度度予算）
【累積欠損額 0円（令和5年度決算）】
【管理職の割合 9.6%（常勤職員数 166名中 16名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 11.3％】

（支出総額 33,764百万円、給与報酬等支給総額 3,820百万円：令和
6年度決算）

（法人の検証結果）
当機構においては、原則的に国家公務員の給与水準に準拠して決定

しており、対国家公務員のラスパイレス指数を全ての事項で下回ってい
ること、民間との職位別と比較しても下回っていることから、職員の給与
水準については妥当であると考えられる。

法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の

従業員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められ

ており、国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び

妥当性について、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法

人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））

当該法人は、国家公務員の給与等を総合的に勘案したうえで、職員の

給与水準を設定しており、法人における給与水準の妥当性の検証結果

から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準

の設定に努めていただきたい。

今後も適切な給与水準の維持に努める。
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４ モデル給与

５ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

事務・技術職員

（扶養親族がいない場合）

◯22歳（大卒初任給）

月額 264千円 年間給与 3,963千円

◯35歳（本部主任）
月額 349千円 年間給与 5,865千円

◯50歳（本部係長）
月額 441千円 年間給与 7,507千円

教育職員（大学教員）

（扶養親族がいない場合）
◯22歳（大卒初任給）

月額 313千円 年間給与 4,712千円

◯35歳（助教）
月額 435千円 年間給与 7,296千円

◯50歳（准教授）
月額 580千円 年間給与 9,856千円

※ 扶養親族等がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子1人につき
10,000円）を支給

平成27年4月より、研究教育職員を対象とした年俸制給与制度を導入している。
年俸制適用職員の基本給及び業績給（期末勤勉手当相当分＋導入促進費相当分）は、次
のとおり業績評価により毎年更改する。

・各研究所で定めた評価実施基準に基づき、各研究所で評価を仮決定し、機構長が機構に
研究教育職員評価指針に基づき、審査し評価を決定する。
・評価期間は年度単位とし、各研究所にて毎年度評価を実施、達成度を7段階で数値評価し、
基本給・業績給の評価７区分へ適切に反映させる。
・決定された評価区分は、評価期間の翌年度の10月に以下のとおり反映される。
【基本給】－３～＋３号俸
【業績給（期末勤勉手当相当分のみ）】 Ｓ：130%以上200%以下、Ａ：115％、Ｂ：105%、Ｃ：100%、
Ｄ：95%、Ｅ：85%、Ｆ：70%以下

令和4年4月より、研究教育職員を対象とした新年俸制給与制度を導入している。
新年俸制適用職員の基本給及び業績給（期末勤勉手当相当分）は、次のとおり業績評価に
より毎年更改する。
・各研究所で定めた評価実施基準に基づき、毎年業績評価を行い、評価区分を決定する。
・評価期間は10月から翌年9月の１年間とし、決定された評価区分は、毎年１月に、以下のと
おり基本給・業績給へ適切に反映させる。
【基本給】Ｓ：+9号以上、Ａ：+８号、Ｂ：+6号、Ｃ：+4号、Ｄ：+２号、Ｅ：0号、F：-1号
【業績給（期末勤勉手当相当分のみ）】Ｓ：130%以上200%以下、Ａ：115％以上130％未満、Ｂ：
105%以上115％未満、Ｃ：100%、Ｄ：95%、Ｅ：85%、Ｆ：75%以下
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Ⅲ 総人件費について

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ 定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅳ その他

区 分

給与、報酬等支給総額
3,540,399 3,638,044 3,820,968

退職手当支給額
230,492 129,677 370,105

福利厚生費
1,028,585 1,072,767 1,138,007

非常勤役職員等給与
3,699,494 3,824,677 4,289,466

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費
8,498,970 8,665,165 9,618,548

特に無し

教育職員の定年年齢は６５歳である。事務・技術職員については、令和５年４月１日に定年年齢を６０

歳から６１歳に引き上げた。定年年齢の引上げに伴い、事務・技術職員については、６０歳に達した管理

監督職の職員は非管理監督職に降任する制度を設けているほか、職員の基本給について６１歳に達す

る年度から７割水準とすることとした。

①「給与、報酬等支給総額」は、対前年度比+5.0%であり、「最広義人件費」は，対前年度比

+11.0%となり、人事院勧告に合わせた給与設定が主な要因である。
② 「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき、
平成30年3月1日から、以下の措置を講ずることとした。

〇役員に関する講じた措置

退職手当の基本額に乗じる調整率を「100分の87」から「100分の83.7」に引き下げた。
〇職員に関する講じた措置

退職手当の基本額に乗じる調整率を「100分の87」から「100分の83.7」に引き下げた。
なお、労働基準法に基づく就業規則の改正手続きを行ったことから、措置の開始時期は、国

家公務員に係る措置時期（平成30年1月1日）と異なる取扱いとした。
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